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1. 忘れられた紛争
　筆者は、日本のNGOを通して、バングラデシュのチッタゴン
丘陵の民族対立の問題に、10年以上深くかかわってきた者であ
る。ナショナリズムの隙
間に埋もれてしまったマ
イノリティの存在と彼ら
への弾圧を正当化する
国家間の課題解決に実
際にかかわってきた視点
から、この論文をまとめ
ていることを一言お断り
しておきたい。そのため
論文の考察の多くが、実務者としての視点が加わっていることを
ご了解いただきたい。
　平和構築関係の資料を読むと、冷戦以後紛争が増加したよう
な印象を持たされるが、第二次世界大戦後の紛争の動向を概観
すると必ずしもそうではない。「ウップサラ（Uppsala）大学平和と
紛争調査局」1は、第二次世界大戦後、25人以上の死者を出した
事件を紛争の一部としてとらえ、それらのデータベ スーを分析し
民族対立による
フ ドー・セキュリティの課題と
その解決の模索をめぐって
バングラデシュ、チッタゴン丘陵
（Chittagong Hill Tracts）の事例から
下澤 嶽  静岡文化芸術大学文化政策学部
1  Uppsala University, Department of Peace and Conflict Researchデータベ スーより。
 http://www.pcr.uu.se/research/ucdp/datasets/ucdp_prio_armed_conflict_dataset/
 http://www.pcr.uu.se/digitalAssets/20/20866_conflict_types_2009a.jpg
表１：1946年から2009年までの
武力紛 争 の分類（Extrastate＝超
システム的な 紛 争、Interstate＝
国 家 間 紛 争、Internationalized 
Intrastate＝国際化した国内紛争、
Intrastate＝国 内 紛 争）1 Uppsala 
University, Department of Peace 
and Conflict Researchデータベ スー
より。
http://www.pcr.uu.se/digitalAssets/
20/0866_conflict_types_2009a.
jpg, （2011年5月21日）
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ている。それによると、1992年をピークにそれらは減少傾向にあ
ると同時に、多くは国内紛争であることを示している。（表１）
　また、グル（Gurr）の研究でも同じ傾向がうかがえる（Gurr 2000: 
27-56）。この研究グル プーは第二次世界大戦後発生した275の紛
争を詳細に調べた結果、戦後の紛争は1950年代に上昇傾向が始
まり、70年代に急増し、1990年代初頭にピークがきて、1994年
以後に減っている。さらに、その多くは長い間に何度も衝突や小
競り合いをくり返してきたものばかりだ。
　ナショナリズムで成り立ってきた近代国民国家は、自分と異
なる国内のナショナリズムを排除し、抑圧を続ける負の部分が
ある。今よく使われている「平和構築」またはPKO（Peace Keeping 
Operation）は、対立グル プーが紛争を停止し、双方が第三者の介
入に合意するまでは活動が発動されない。つまり多くの紛争は今
の制度では、放置されるしかない状態なのである。これらの「忘
れられた紛争」もいっしょに考えていくことが、平和構築の次のス
テージの重要なテーマなのではないだろうか。こうした「忘れられ
た紛争」の一つである、バングラデシュ、チッタゴン丘陵では民
族対立のためどのような社会変動が発生しているか、そのために
市民社会に何ができるのか、二つのことを本稿の中で、とりあげ
ていきたい。
2. バングラデシュの農業
2.1 バングラデシュ平野部の水稲農業
　バングラデシュは、人口約1億4千万であり、世界一の人口密
度をもつ国である。国土の9割近くが河川が運ぶ土砂の体積によっ
てつくられたデルタ地帯（標高0～50m）で、古くからここでは水
稲栽培が展開されていた（藤田 2005: 98-99）。
　1574年にはこの地域にもムガル帝国による統治が始まる。ム
ガル帝国は徴税に関しては関心を持っていたが、原地住民のイス
ラム化には関心が薄く、他宗教には寛容であった。17世紀、開
拓により耕作地が南部に広がるにつれてムスリム人口が増加し、
徐々に「ベンガル文化」と民族アイデンティティが形成されていっ
た。一般的にベンガル人というと、堀の深いインド人顔をした人々
で、インド・アーリア系の文化の影響を強く受けている人々である
が、それぞれインドとバングラデシュの両方に広がって居住して
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おり、バングラデシュのベンガル人の大半はイスラム教徒である。
　ここでは、亜熱帯モンスーン地域の温暖な気候と豊富な水を
生かして、早くから水田耕作が進み、雨季の増水時にアモン作
が広く行われるようになっていった。米以外にも、紅茶、また、
小麦、カラシ菜、砂糖キビ、豆、馬鈴薯などの栽培のほかに、
植民地時代に普及した藍（インディゴ）、ジュート栽培が行われて
いた。1980年代になると「緑の革命」で知られる IRRI系の品種改
良米の稲作が乾季にも広がるようになった。（藤田 2005: 102-104, 
Johnson 1982: 65-78）
2.2チッタゴン丘陵の焼畑農業
　チッタゴン丘陵は、アラカン山脈の一部がバングラデシュの
平野部に一部かかるように入り込んでいる。この地域はバングラ
デシュの国土の約10%にあたり、標高500～2,000mの山々が連
なっている。この地域は、
モンゴロイド系の11の
民族約60万人が古くか
ら焼畑農業を営み、多
くは仏教徒、ヒンドゥー
教徒である。「焼畑をす
る人」というベンガル語
である「ジュマ（Jumma）」
が、11の民族の総称と
して徐々に使われるよう
になってきている。
　ここの焼畑農業は、山の斜面の木々を2月ころに刈り取って乾
かし、それに火をつけて灰にする。4月以後種をまき、米、小麦、
かぼちゃ、ごま、ジャガイモ、その他野菜を混成で栽培、10月、
11月に収穫という耕作サイクルである。土地の利用シフトはカル
バリと呼ばれる村長が、公平性と環境負荷に配慮しつつ、耕作
場所の割り当てを決めている。耕作している土地にいつか戻って
また耕作するわけだが、昔はそれが7年から10年のサイクルになっ
ていたと言われる。このように循環して土地を利用するため、土
地の個人所有の概念が明確に存在せず、パキスタン時代に入る
と彼らの土地は「保護森林地区」に勝手に分類され、のちのちそ
れが大きな課題となって彼らの焼畑農業を立ち塞いでいく。
図１：バングラデシュとチッタゴン
丘陵の地図
（出典：ジュマ・ネットウェブサイトよ
り。http://www.jummanet.org/
cht/（2011年5月25日））
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3. チッタゴン丘陵の民族対立と地域の変容
3.1 民族対立の歴史
　チッタゴン丘陵における紛争と民族対立は、先ほど指摘した「忘
れられた紛争」の典型のひとつだと言ってもいいだろう。支配権を
手にしていたムガル帝国は1760年に統治権を英国政府に手渡し
た。英国政府はここの徴税システムを徐々に完備する片方で、平
野のベンガル人の流入が増加する状況を憂い、1900年に「チッタ
ゴン丘陵マニュアル」（1900年マニュアル）を制定し、ベンガル人の
チッタゴン丘陵における土地の売買や居住を厳しく制限した。こ
の1900年マニュアルが、現在チッタゴン丘陵に住むジュマの人々
の自治意識の原型となっている。
　1947年にこの地域がパキスタンとして独立すると、イスラム教
ベンガル人の多数派で構成された政府は、ジュマの人々の文化と
歴史を無視し、1900年マニュアルの内容を徐々に制約していった。
1962年にはランガマティ盆地に巨大ダムが建設され、10万人近
いジュマの人々が移住を余儀なくされた。
　1971年、この地域がパキスタンからバングラデシュに変わった
時、ジュマのリーダーは、1900年マニュアルの権限回復を大統領
に訴えたが、無視される。危機に立たされた先住民族リーダーは、
72年に政治団体であるチッタゴン丘陵人民連合協会（Parbattya 
Chattagram Jana Sambati Samiti, PCJSS）を結成。73年にはシャン
ティ・バヒニ（Shanti Bahini：平和軍）という武装部門が秘密裏に結
成され、バングラデシュ政府と緊張関係に入った。
　政治的緊張が紛争に転化した79年、バングラデシュ政府は大
量の軍をここに配置するとともに、平野部の貧しいベンガル人を
入植させる政策を進めた。83年までに約40万人近いベンガル人
が入植し、ジュマの人 と々ベンガル人入植者の数は、ほぼ1対1の
状況にまで変化した。(The Chittagong Hill Tracts Commission 1991: 
9-38)
　この地域への立ち入りや報道が厳しく管理され、紛争は92年
まで続いた。その間、13回を超える虐殺事件が発生し、死者は
1万人以上と推定され、6万人近いジュマの難民がインドのトリプ
ラ州国境沿いに避難、定住することになった。無差別な虐殺と
弾圧は、NGOだけでなく国連機関にも知れ渡り、様々な報告書
や勧告が出されたが、バングラデシュ政府はそれらを無視し続
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けた。
　交渉の末、ようやく1997年12月にチッタゴン丘陵人民連合協
会と政府の間で和平協定が結ばれた。内容的には不十分とはい
え、ジュマ難民の安全な帰還、国内避難民の保護、ジュマ武装
メンバーの雇用、土地の返還、軍の撤退、ジュマの文化と歴史
を優先した政治体制を保障したものだった。2,000人近いシャン
ティ・バヒニの武装解除が行なわれ、インドにいたジュマ難民も
無事帰還したが、他の重要な項目は、現時点に至ってもほとんど
実施されていない。
　政治的に弱体化を余技なくされたジュマの人々は、ベンガル人
入植者や軍の暴力、強引な土地収奪行為に怯えて暮らしている。
土地の問題が発端で、暴力・襲撃事件に発展するケ スーがここ数
年続いており、死傷者を出し続けている。
3.2 民族対立がもたらした地域の変容
　紛争と長期にわたるベンガル人による抑圧構造は、ジュマの人々
に暴力と生命への不安をもたらしたのは言うまでもない。さらに
60万人近くに膨れ上がっているベンガル人入植者の存在が、さ
まざまな変化をこの地域にもたらしている。
　すでに1900年初頭から、チッタゴン丘陵の谷あいで水の確保
が可能な土地には、水田耕作が進み、1960年代にはほぼ耕作可
能な土地には水田耕作が広がったと言われている（Adnan 2004: 
107）。紛争に入る前から、水田耕作の労働力として、また平野
部の塩や干し魚、金属類の商売のためにベンガル人がこの地域
で活動し、一部は定住するといったことが徐々にだが進んでいた。
ジュマもそれを寛容に受け入れ、最初から対立構造があったわけ
ではない。しかし、政策的に行われたベンガル人入植によって、
深い民族対立の構造がつくられていった。
　ベンガル人入植者の移住というのは、紛争が始まった1979年
頃から1984年にかけて、バングラデシュ政府によって強行された
ものである。バングラデシュの平野部の貧しい農民を「5エーカー
の土地、家建設費用3万タカ、1年間の食糧配給」といった夢の
ような条件で40万人近いベンガル人を移住させたのである。これ
によりベンガル人、ジュマの人々の人口はほぼ1対1の状況にまで
膨れ上がり、チッタゴン丘陵の様子は政治的にも社会的にも大
きく変化していった。もちろん入植者たちに与えられた土地だが、
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ジュマの人々がすでに使用または登記している土地も含まれてい
たため、深刻な事態に発展していった。チッタゴン丘陵の人口動
態については、先住民族とベンガル人を分けた詳しい資料が少な
いなか、Adnanが多様な資料を組み合わせてその増加と数のバラ
ンスを調べたものが表2である（Adanan 2004: 57）。この表からも
わかるが、ベンガル人の人口が1980年以後に急増しているのが
わかる。2001年のバングラデシュ政府国勢調査では、チッタゴ
ン丘陵の3県（カグラチャリ県、ランガマティ県、バンドルバン県）
の総人口1,331,966人中、部族（Tribe）は592,977人とされており、
全人口の44.5％となり、下記の表の91年の数字よりさらに先住
民族の割合が下がっているものと思われる。（Bangladesh Bureau 
of Statistics 2009: 33, 49）
　紛争が続いていた80年代は、ジュマ側ゲリラの脅しや威嚇に
より、多くのベンガル人は土地を泣く泣く立ち退くことが多かった。
しかし、和平協定が結ばれた1997年以後は、バングラデシュ軍
や政府の後押しにより、ベンガル人入植者がジュマの人々から違
法に土地を収奪する事件が相次いでいる。また、ベンガル人入
植者のキャンプ地や軍の訓練施設造成、大型開発事業などがあ
るたびにジュマの人々は強制的な立ち退きをさせられてきた。
　ベンガル人入植者の人口流入とさまざまな開発事業や不正な
土地収奪により、ジュマの焼畑農業の土地が年々減少し、焼畑
農業のサイクルはこれまで7年から10年のサイクルから、3年か
ら5年のサイクルまでに縮まっている。また短いサイクルでの耕作
のため土地の荒廃もひどく、単位面積あたりの収穫高も、1860
年代にはエーカーあたり750kg収穫があったと言われるが、1963
年ではそれが225kgにまで落ちていると言われる（Adanan 2004: 
116）。
表2：1872年から1991年におけるジュマとベンガル人の人口分布の変化
（出典：Adnan 2004: 57.をもとに筆者作成）
民族集団
年
1872 1901 1951 1956 1961 1974 1981 1991
人口 % 人口 % 人口 % 人口 % 人口 % 人口 % 人口 % 人口 %
ジュマ 61957 98.26 116063 92.98 261538 90.91 300000 90.91 335069 87.01 409571 80.59 455000 61.07 501144 51.43
ベンガル人 1097 1.74 8762 7.02 26150 9.09 30000 9.09 50010 12.99 98628 19.41 290000 38.93 473301 48.57
計 63054 100 124825 100 287688 100 330000 100 385079 100 508199 100 745000 100 974445 100
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　Adnanが政府統計から処理した数値によると、1985年～86年
のこの地域の総生産は、森林に関連した事業が51％を占めてお
り、ついで穀物生産が16％といった順だった。それが1997年～
98年になると、森林関連の事業の収入は42％に落ち、2番目に
は商業サービスが21％に増加する一方で、穀物生産11％と低下
する傾向が見られる。森林事業の低下の多くの理由は、もっぱ
ら公然化している森林の盗伐の影響が大きいと思われる（Adanan 
2004: 124-125）。また、商業サービスはベンガル人が独占的にか
かわっている領域であり、これらの数字の増減も、ベンガル人人
口増加の影響が一部みてとれる。
　チッタゴン丘陵地域の変容は、不当な弾圧といった政治的な
理由ももちろんあるが、やはり大量に流入したベンガル人入植者
の存在が与える影響が大きいと思われる。バングラデシュ政府
や軍の後押しによって、ベンガル人入植者がジュマの人々の社会
的機会を食いつぶしていく。真綿で締め付けられるようなジュマ
の人々の生活機会の後退が、和平協定が結ばれた1997年以後、
ずっと続いているのだ。
4. ジュマ・ネットの草の根の平和構築の試み
4.1 多様な市民プレイヤーを繋ぐこと
　チッタゴン丘陵問題は、まさしく国際社会から放置された平和
構築であり、失敗例である。チッタゴン丘陵の変容は、一方的で
あり、政府主導の略奪行為に近く、国際社会の人権感覚から考
えれば許されるものではない。筆者は、チッタゴン丘陵問題解
決に関心のあるボランティア数名と、ジュマ・ネットというNGOを
2002年に組織し、積極的に問題解決にかかわってきた。ジュマ・
ネットがどのように取り組んでいったのか簡単に紹介し、もうひと
つの平和構築のあり方を考えてみたい。
　今回の問題解決のための連携対象となったプレイヤーを挙げ
るならば、被害を受けている「ジュマの人々」。バングラデシュ社
会の主流民族であるベンガル人でジュマの人々の権利を理解でき
る「ベンガル人サポーター」。ジュマの人々の権利を守るために活
動する「国際NGO」、これには巨大な人権NGOもあれば、難民と
して国外に定住しているジュマのグル プーもある。そして最後は、
国連機関、関心のある第三国、マスメディアなどで、活動の効果
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が一定の量に達すると、なんらかの形で平和構築を促進する可
能性のある「予備的国際プレイヤー」である。以上の4つのプレイ
ヤーの重層的な組み立てと連携によって、平和構築を促そうとい
う活動であった。
4.2 NGOによる平和促進活動
　事前に確認しておくが、一般的に平和構築の活動ルールは、
紛争が終結し対立グル プーの双方が他者（他国）の介入を了解した
ときに限られる。しかし、チッタゴン丘陵の問題は、圧倒的力を
もった国家機関と少数の民族の対立であり、それを期待すること
は不可能で、まさしくそこが問題の核心でもある。そのため、こ
こではジュマ・ネットが少数の民族側の声を代弁し、マジョリティ
側に和解の意欲を生みだすためのアプローチを最初からとらざる
を得ない。今回は、その中でも2008年から2010年にかけて活
動をおこなった「チッタゴン丘陵委員会」と、2009年から2010年
にかけて実施した「チッタゴン丘陵和平協定の完全実施を求める
世界同時キャンペ ンー」の二つの事例を紹介したい。
4.3 チッタゴン丘陵委員会の再結成と監視活動
　チッタゴン丘陵委員会（以下丘陵委員会）は、1990年にヨーロッ
パの活動家で結成されたチッタゴン丘陵問題の監視グル プーで
あった。詳細な調査と証言による人権侵害レポートを毎年のよう
に発行し、政府と軍の弾圧実態を暴き、当時かなりの国際的関
心を集めた。しかし、1997年に和平協定が締結されると、ジュマ・
リーダー内部の分裂が起き、委員会の活動は2002年頃から実質
停止状況となった。そのためチッタゴン丘陵問題への国際的な関
心は急速に低下していった。
　ジュマ・ネットは、過去チッタゴン丘陵問題にかかわっていた
NGOの関心を再び喚起しようと、2006年にヨーロッパ各地の
NGOを訪問し、チッタゴン丘陵問題解決のための呼び掛けをし
ていった。結果的に、先住民族の権利擁護を行うデンマークの
NGOである IWGIA（International Work Group for Indigenous Affairs）
が動き、2008年には国際的に知名度の高い活動家11名（内バン
グラデシュ人3名、ジュマ・ネットから日本人1名）で構成されるチッ
タゴン丘陵委員会が再結成された。これにジュマ・ネットも資金
提供する他、現地訪問ミッションに関係者を参加させた。
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　この丘陵委員会は、当初予想した以上にバングラデシュ人（ベ
ンガル人）リーダーたちのリーダーシップによって活動が推進され
た。丘陵委員会は、チッタゴン丘陵を訪問して人権侵害調査を
行う一方で、ハシナ首相を初め、バングラデシュ国内のハイレベ
ルのステークホルダ （ー与党野党議員、関連省の大臣、ベンガ
ル人入植者団体、ジュマ関連団体、軍関係者等）との面談や意
見交換の場づくりの調整し、和平協定実施の必要性を訴えるミッ
ションを合計4回実現させた。2009年8月の3回目の訪問時は、
軍の1旅団がチッタゴン丘陵から撤退する動きを生み出している。
また現地マスコミの注目度も極めてよく、バングラデシュ社会で
の露出度は非常に高かった。
4.4 チッタゴン丘陵和平協定の完全実施を求める世界同時キャ
ンペーンの実施
　委員会が活発な活動を進める中、バングラデシュ国外から一
定の政治的圧力をつくる必要があった。そこで、2009年7月から
2010年3月にかけて平和を願う市民から和平協定実施に賛同す
る署名を集める「チッタゴン丘陵和平協定の完全実施を求める世
界同時キャンペ ンー」（以下世界同時キャンペ ンー）を、ジュマ・ネッ
ト、Organising Committee Chittagong Hill Tracts Campaign （オラン
ダ）、Indigenous Jumma People's Network USA （アメリカ）、Jumma 
People's Network of Asia Pacific Australia （オ スートラリア）の4団体
が共同で開始した。
　その後、関心のある層に協賛団体の依頼をし、署名および広
報の依頼を広げていった。和平協定後分裂がちな国際グル プー
が、このキャンペ ンーを機会に連携するところが徐々に現れ始め
た。またバングラデシュ社会でも、署名を集める動きが高まって
いった。
　ノーベル平和賞受賞者の Mairead Corrigan-Maguire、62名の日
本国会議員、4名のオ スートラリア議員、ネパールの議員を始め、
多くのバングラデシュの市民社会のリーダーなど、105の国と12
の地域から35,757筆の署名が集まった。キャンペ ンー賛同人の国
会議員・阪口直人氏らがバングラデシュを訪問し、2010年3月20
日にハシナ首相と会談し、直接署名を手渡すことができた。
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5. おわりに
　今回のこの二つの活動を振り返ると、市民プレイヤーとして「ベ
ンガル人サポーター」「国際NGO」の部分は比較的うまく動いたが、
「ジュマの人々」の部分がまだ弱かったと言える。そして、丘陵委
員会が現地政府との実際の交渉窓口になっていったため、丘陵
委員会がより中立的な立場をとらざる得なくなり、国際NGOであ
るジュマ・ネットが圧力づくりの役割となっていったと言える。しか
し、活動の今回の運動量・影響力が十分でなかったため、「予備
的国際プレイヤー」である国連、第三国、マスメディアは十分動
き出さなかった。
　おそらく今後重要なことは、ジュマの人々の抵抗運動をさらに
強化させること、「ジュマの人々」「ベンガル人サポーター」「国際
NGO」の水面下の連携と目標の共有を行い、運動量を飛躍的に
増やす必要があることだ。そのことで、さらに「予備的国際プレ
イヤー」が動きだし、平和構築のための政策変更が図られる可能
性が出てくるだろう。
　もうひとつの反省材料は、キャンペ ンーのターゲットのことで
ある。国際キャンペ ンーの対象はバングラデシュ政府であった。
しかし、この民族対立構造が継続することに一番利害関心を持っ
ているのは軍の和平協定反対派・慎重派だ。2008年12月に政権
に戻ったアワミ連盟のハシナ首相は、マニュフェストに「チッタゴ
ン丘陵和平協定完全実施」を掲げるほどの和平協定推進派だっ
た。チッタゴン丘陵委員会もハシナ首相とのパイプをいかし、交
渉を展開していった。しかし、これまでのバングラデシュの各政
権は、軍の利害関係を常に調整するかでその存続が決まると言っ
ていいほど、軍の強い影響を受けてきた。ハシナ首相もこの件に
ついては、軍との調整をしきれず現在に至っている。チッタゴン
丘陵の平和構築を実現させるためには、「このままだと損だとバ
ングラデシュ政府軍の和平協定反対派・慎重派に思わせること」、
つまりバングラデシュ政府軍をターゲットにしたキャンペーンが
必要だということだ。
　国家機関がこれらの「忘れられた紛争」にかかわることの制約
が多い今、世界の市民の有機的な連携により、平和構築に一定
の効果をもたらす可能性はある。そして、成功例が増えることに
よって、他の忘れられた紛争にも影響を与えていくようになるの
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ではないだろうか。NGOの多様な平和構築の試みへの関心はま
だ十分ではない。さらに真摯に議論されるべきなのだ。
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